
◆維持補修費
◆積立金
◆繰出金

924,301
16.1%

◆町税
521,560 8.9%

◆使用料及び手数料
◆分担金及び負担金
◆財産収入
◆繰越・寄付・諸収入
424,840 7.3%

◆地方交付税
2,706,942 46.3%

◆国県支出金
858,244

14.7%

◆町 債
868,372

14.8%

◆その他の依存財源

148,836 2.5%

◆普通建設事業
1,169,925

20.3%

◆人件費
781,731

13.6%

◆扶助費
699,381

12.2%◆公債費
748,863
13.0%

◆補助費等
664,829

11.6%

投資的経費
1,197,342

20.8%

義務的経費
2,229,975

38.8%

◆物件費
728,741

12.7%

その他の経費
2,317,871

40.4%
総 額

5,745,188
(単位：千円）

平成30年度一般会計歳入歳出の性質別状況（地方財政状況調査資料）

自主財源
1266,549

21.7%

依存財源
4,582,394

78.3%

総 額

5,848,943
(単位：千円）

(歳 出）

◆災害復旧事業費
27,417 0.5%

(歳 入）

◆繰入金
320,149 5.5%



◆医療費・学費等
（扶助費）

5万8千円 12.1% 

◆保険料・交際費等
（補助費等）

5万5千円 11.5%

◆車の修理など
（維持補修費等）

6千円 1.3%

◆不動産収入
（財産収入）
2千円 0.4%

◆親からの援助
（地方交付税・地方譲与税・国
庫支出金・県支出金・その他）

30万9千円 63.5%

◆事業収入
（使用料及び手数料）

1万1千円 2.3%

◆借金
（地方債）
7万2千円

14.8%

◆夫の給料
（町税）

4万3千円
8.8%

◆妻のパート
（その他収入）

2万3千円 4.7%

◆食費（人件費）
6万5千円

13.6%

◆ローンの返済
（公債費）

6万3千円 13.1%

◆家・庭の改修工事等
（普通建設費等）

10万円 20.9%

◆貯金（積立金）
3万9千円

8.1%

◆電気代等の生活費
（物件費）

6万1千円 12.7%

義務的経費

18万6千円

38.8%

投資的経費
10万円

20.9%

◆子どもたちへの仕送り
（繰出金）

3万2千円 6.7%

その他の経費
19万3千円

40.3%

平成30年度 龍郷町の家計簿

自主財源
10万6千円

21.8%

依存財源
38万1千円

78.2%

月 間

48万7千円

(支 出）

※（一般会計決算額を千分の一に縮小し、12ヶ月で割って一般家庭の家計簿に置きかえて表しています。）

(収 入）

◆貯金取り崩し
（繰入金）

2万7千円 5.5%

月 間

47万9千円



平成30年度龍郷町一般会計決算の状況（地方財政状況調査資料より）
○平成30年度歳入歳出決算規模

（グラフ２）

　平成30年度の歳入歳出決算規模は、前年度と比較して歳入8億2千万円、歳出8億5千7百万円
それぞれ増額となりました。これは、平成29年度から繰越事業となったとおしめ公園整備事業、
奄美自然観察の森整備事業及び道路事業等による投資的経費が増額したためと考えられま
す。
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歳入歳出決算規模の推移 歳入
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地方交付税と町税の推移

地方交付税

町税



　

※地方債とは 　

職員数：正職員の総数(特別会計や一部事務組合への派遣職員も含んでいます。）
※義務的経費とは

必ず支出しなければならない経費、または容易に減らすことが出来ない経費をいい、人件費・扶助費・
公債費（その年度の借金の返済金）がこれにあたります。

自治体が借金をする行為または借金そのものを指します。自治体の予算では、その年度に使うお金
はその年度に得る収入（町税や地方交付税など）で賄うことになっていますが、それでは多額の費用が
かかる事業を行うことは困難なため、その財源不足を補う手段として自治体がお金を借り入れる「起債」
という制度があります。

（グラフ３）

（グラフ４）
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百万円

年度

義務的経費の状況
公債費

扶助費

人件費
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百万円

年度

地方債の状況

公債費

地方債発行額（借入）

地方債残高

職員数

102人
職員数

100人
職員数

98人
職員数

99人
職員数

98人
職員数

98人
職員数

100人
職員数

98人

職員数

98人
職員数

101人



（グラフ４）

・H２１補助事業の増は、地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤整備事業、小学校大規模改造事業が主な要因
・H２２補助事業の増は、地域情報通信基盤整備事業、小学校大規模改造事業が主な要因
・H２４補助事業の増は、小学校・屋内運動場の改修事業が主な要因
・H２５災害復旧事業の減は、奄美豪雨災害復旧事業の完了が主な要因
・H２６補助事業の増は、小・中学校屋内運動場の改修事業が主な要因
・H２８補助事業の増は、都市再生整備事業（りゅうがく館建設）が主な要因
・H２９投資的経費が減少したのは、翌年度（Ｈ３０）への繰越事業が増えたことが主な原因
・H３０投資的経費が増加したのは、前年度（Ｈ２９）からの繰越事業が増えたことが主な原因

※投資的経費とは

（グラフ６）

普通建設事業・災害復旧事業の総体をいい、主に公共事業などの社会資本整備のための建設事業
費を指します。地域経済の活性化には必要な経費ですが、投資的事業に依存し、財源不足を補うため
安易に地方債（借金）を増発すれば、将来的に財政圧迫の原因ともなります。

（グラフ５）
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投資的経費の状況災害復旧事業
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補助事業
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基金残高の状況



（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 44,980,000 円

（歳出）社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 1,316,663,350 円

【社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：円）

国県支出金 町債 その他

地方消費税
交付金（社会
保障財源化

分）

その他

高齢者福祉事業 122,600,140 864,000 13,886,094 4,188,000 103,662,046

障がい者福祉事業 290,277,488 202,345,799 9,916,000 78,015,689

児童福祉事業 511,236,827 232,429,618 26,400,000 40,201,510 17,465,000 194,740,699

小計 924,114,455 435,639,417 54,087,604 31,569,000 376,418,434

介護保険事業 101,943,000 2,086,830 3,483,000 96,373,170

国民健康保険事業 117,178,000 30,682,886 4,003,000 82,492,114

後期高齢者医療事業 123,099,182 23,277,591 631,000 4,205,000 94,985,591

小計 342,220,182 56,047,307 631,000 11,691,000 273,850,875

予防接種事業 13,574,213 464,000 13,110,213

母子衛生事業 25,992,092 3,221,700 888,000 21,882,392

健康増進事業 10,762,408 736,000 1,389,604 368,000 8,268,804

小計 50,328,713 3,957,700 1,389,604 1,720,000 43,261,409

1,316,663,350 495,644,424 56,108,208 44,980,000 693,530,718

社
会
保
険

引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策4経費
その他社会保障施策に要する経費

保
健
衛
生

合計

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社
会
福
祉


